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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第96期
第３四半期
連結累計期間

第97期
第３四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

営業収益 (百万円) 4,074 4,737 6,001

純営業収益 (百万円) 4,023 4,686 5,931

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) △536 544 △183

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

(百万円) △3,058 829 △3,014

四半期包括利益又は包括
利益

(百万円) △3,177 191 △2,340

純資産額 (百万円) 17,825 18,840 18,649

総資産額 (百万円) 30,384 32,219 33,860

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期(当期）
純損失金額（△）

(円) △52.18 14.14 △51.43

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益金
額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.7 58.5 55.1

　

回次
第96期
第３四半期
連結会計期間

第97期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純利
益金額

（円） 0.29 9.90

(注) １  営業収益および純営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当企業集団(当社および連結子会社)において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

  また、主な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業集団（当社およ

び連結子会社）が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

①  概要

当第３四半期のわが国経済は、欧州債務問題や米国を始め中国や新興国の景気動向等の外部要因に

より、先行きに対する不透明感が漂うものの、国内の経済活動においては、復興需要等を背景とした底

堅い動きが続きました。

　

②  純営業収益

・受入手数料

株式市場は、期初こそ、世界景気に対する不安感の強さから円相場が高止まりし、株価が下落する

局面があったものの、その後買い戻す動きが現れ始め、11月の衆議院の解散、総選挙の決定、そして自

民党の安倍総裁による金融緩和発言を手掛かりに円相場が一気に円安方向へ転換し、更には、外国人

投資家の積極的な資金流入もあり、輸出関連株を中心に株価は上伸しました。12月に行われた衆議院

議員選挙で自民党が大勝すると、日銀に対する追加金融緩和圧力が強まるとの思惑から円安がさら

に進み、加えて新政権による景気刺激策への期待から、日経平均株価は８ヶ月ぶりに１万円の大台に

乗せました。その結果、当第３四半期末の日経平均株価は10,395円と、第２四半期末の8,870円に比べ

17.2％、前連結会計年度末に比べても3.1％上昇し、期を終えました。

　一方、債券市場は、株式市場の上昇や円相場の下降を受けても世界景気の減速懸念が根強く、指標で

ある新発10年物国債の利回りは、11月30日に平成15年６月以来の0.7％割れをつけました。その後は、

株価の上昇を背景に債券需要が弱まったことや景気対策に伴う国債の増発が警戒されたことなどか

ら、当第３四半期末には0.795％となりました。

このような環境の中、株式委託手数料は８億91百万円（前年同期比119.4％）となりました。また、

債券やＥＴＦを含む委託手数料の合計は９億４百万円（同119.3％）となりました。なお、市場全体

の新規公開社数が伸び悩むなかで、日本航空株式の再上場に伴い、引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料は28百万円（同357.7％）となりました。

主に投資信託の販売手数料で構成される募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数

料は16億47百万円（同95.2％）、投資信託の信託報酬が中心のその他の受入手数料は５億11百万円

（同91.0％）となりました。
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前第３四半期連結累計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

当第３四半期連結累計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

(百万円) (百万円)

委託手数料 758 904

引受け・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の手数料

7 28

募集・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の取扱手数料

1,729 1,647

その他の受入手数料 562 511

合計 3,058 3,091

　
・トレーディング損益

トレーディング損益は、「株券等」が17百万円の損失（前年同期１億21百万円の利益）、「債券

等」が11億９百万円の利益（前年同期比154.5％）となり、外国為替取引から生じる損益の「その

他」１億73百万円の利益（同171.6％）を含めたトレーディング損益の合計は12億65百万円の利益

（同134.5％）となりました。

　

前第３四半期連結累計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

当第３四半期連結累計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日 　

(百万円) (百万円) 　

株券等 121 △17
　

債券等 718 1,109
　

その他 101 173
　

合計 941 1,265
　

　
・金融収支

金融収益は３億79百万円（前年同期比510.7％）、金融費用は50百万円（同99.0％）となり、金融

収支は３億29百万円（同1,399.4％）となりました。
　

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の純営業収益は46億86百万円（同116.5％）となりました。

　
③  販売費・一般管理費

販売費・一般管理費は43億42百万円（前年同期比90.4％）となりました。 

主な内訳は、取引関係費５億84百万円（同89.2％）、人件費24億91百万円（同99.0％）、不動産関係費

３億84百万円（同85.8％）、事務費６億57百万円（同77.3％）、減価償却費99百万円（同61.6％）であ

ります。

　
④  特別損益

特別損益は、特別利益として投資有価証券売却益の３億57百万円を含め合計で３億64百万円、特別損

失として投資有価証券売却損28百万円、訴訟和解金24百万円を含め合計で56百万円の計上を行ったこ

とから、差し引き３億８百万円の利益となりました。

　

以上の結果、経常利益は５億44百万円（前年同期５億36百万円の損失）となり、四半期純利益は８億

29百万円（同30億58百万円の損失）となりました。

EDINET提出書類

髙木証券株式会社(E03789)

四半期報告書

 4/23



　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期末の財政状態は、前連結会計年度末に比べトレーディング商品や信用取引資産の減少な

どにより、資産合計が16億40百万円減少し、信用取引負債の減少などにより、負債合計が18億31百万円減

少しました。 

　なお、純資産合計は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ１億90百万円増加し188億

40百万円となりました。

 

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当社が過去に取扱いました不動産投資ファンド（レジデンシャル－One）の販売に関し、平成22年６月

25日付にて金融商品取引法に基づく一部の業務停止命令および業務改善命令を受けて以降、事態の早期

解決に向け、賠償を求める意思のあるお客様に対する対応を行ってまいりました。大半のお客様とは和解

に至りましたが、未だ和解に至っていないお客様に対しては今後も引き続き対応を行ってまいります。 

　また、当社元顧問により行われた内部者取引に関連し、法人関係情報に係る不公正な取引の防止を図る

ために必要かつ適切な措置を講じていないとして、平成24年５月16日付にて近畿財務局長より行政処分

(業務改善命令)を受けました。 

　今後当社は、内部管理態勢、経営管理態勢の一層の充実・強化のため、既に実施に着手しております業務

改善策につきましては、これを完遂するとともに、一つひとつの実効性をより高めるよう全役職員が一丸

となって取り組んでまいります。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 59,764,40059,764,400
東京証券取引所(市場第二部)
大阪証券取引所(市場第二部)

単元株式数は
1,000株でありま
す。

計 59,764,40059,764,400 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
　　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ― 59,764 ― 11,069 ― 2,767

　

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式        1,150,000

―
株主としての権利内容
に制限のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式       58,283,00058,283 同上

単元未満株式 普通株式          331,400 ―
１単元(1,000株)
未満の株式

発行済株式総数 59,764,400 ― ―

総株主の議決権 ― 58,283 ―

(注)　単元未満株式数には当社所有の自己株式53株が含まれております。

　
　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
髙木証券株式会社

大阪市北区梅田
一丁目３番１－400号

1,150,000 ― 1,150,0001.92

計 ― 1,150,000 ― 1,150,0001.92
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　

３ 【業務の状況】

(1) 受入手数料の内訳

期別 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

第96期第３四半期
累計期間

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

委託手数料 746 2 9 ― 758

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

7 ― ― ― 7

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

0 2 1,727 ― 1,729

その他の受入手数料 12 0 518 26 558

計 766 5 2,255 26 3,054

第97期第３四半期
累計期間

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

委託手数料 891 1 10 ― 904

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

28 ― ― ― 28

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

0 2 1,644 ― 1,647

その他の受入手数料 9 0 483 11 504

計 929 4 2,138 11 3,084

　

(2) トレーディング損益の内訳

区分

第96期第３四半期累計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

第97期第３四半期累計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等 79 42 121 54 △71 △17

債券等 722 △4 718 1,110 △0 1,109

その他 96 4 101 159 14 173

合計 898 42 941 1,324 △58 1,265
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(3) 自己資本規制比率

　
第96期第３四半期
累計期間末

平成23年12月31日現在

第97期第３四半期
累計期間末

平成24年12月31日現在

基本的項目(百万円) (Ａ) 14,922 15,767

　
その他有価証券評価差額金
(評価益)等(百万円)

　 2,656 2,797

補完的項目

金融商品取引責任準備金等
(百万円)

　 23 16

一般貸倒引当金(百万円) 　 4 1

　 計(百万円) (Ｂ) 2,684 2,814

控除資産(百万円) (Ｃ) 3,587 4,378

固定化されていない自己資本(百万円)
(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ)

(Ｄ) 14,019 14,202

　
市場リスク相当額
(百万円)

　 1,291 1,495

リスク相当額

取引先リスク相当額
(百万円)

　 140 152

基礎的リスク相当額
(百万円)

　 1,592 1,393

　 計(百万円) (Ｅ) 3,024 3,042

自己資本規制比率    (Ｄ)／(Ｅ)×100(％)　 463.5 466.8

  （注）上記は決算数値をもとに算出したものであります。

　

(4) 有価証券の売買等業務の状況

  ① 有価証券の売買等の状況（有価証券に関連する市場デリバティブ取引を除く）

    イ 株券

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期第３四半
期累計期間

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

94,061 195,475 289,536

第97期第３四半
期累計期間

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

112,400 3,825 116,225

　

    ロ 債券

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期第３四半
期累計期間

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

341 94,902 95,243

第97期第３四半
期累計期間

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

260 69,648 69,909

　

    ハ 受益証券

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期第３四半
期累計期間

自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日

3,726 67,417 71,144

第97期第３四半
期累計期間

自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

6,604 55,675 62,279
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  ② 有価証券に関連するデリバティブ取引の状況

    イ 株式に係る取引

区分
先物取引(百万円) オプション取引(百万円) 合計

(百万円)受託 自己 受託 自己

第96期第３四半期
累計期間

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

24,690 255,364 1,572 ― 281,627

第97期第３四半期
累計期間

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

16,715 ― 10,928 ― 27,643

　

    ロ 債券に係る取引

区分
先物取引(百万円) オプション取引(百万円) 合計

(百万円)受託 自己 受託 自己

第96期第３四半期
累計期間

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

― ― ― ― ―

第97期第３四半期
累計期間

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

3,478 ― ― ― 3,478

　

  ③ 有価証券の引受けおよび売出しならびに特定投資家向け売付け勧誘等ならびに有価証券の募

   集、売出しおよび私募の取扱いならびに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

期別 区分
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
(百万円)

募集の取
扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の取
扱高
(百万円)

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の取扱
高

(百万円)

第96期第３四半期
累計期間

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

株券 107 63 ― 1 ― ― ―

国債証券 ― ― ― 1,124 ― ― ―

地方債証券 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ―

社債券 100 ― ― 100 ― ― ―

受益証券 ― ― ― 132,843― ― ―

コマーシャル・
ペーパーのうち
内国法人が発行
するもの

― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

合計 207 63 ― 134,069― ― ―

第97期第３四半期
累計期間

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

株券 1,2411,241 ― 1 ― ― ―

国債証券 ― ― ― 48 ― ― ―

地方債証券 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ―

社債券 100 ― ― 100 ― ― ―

受益証券 ― ― ― 133,547― ― ―

コマーシャル・
ペーパーのうち
内国法人が発行
するもの

― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,3411,241 ― 133,697― ― ―
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)ならびに同規則第61条および第82条の規定に基づき、当企業集団の主たる事業である有

価証券関連業を営む会社の財務諸表に適用される「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣

府令第52号)および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主

規制規則)に準拠して作成しております。

　

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 9,461 12,019

預託金 4,168 3,796

顧客分別金信託 4,000 3,500

その他の預託金 168 296

トレーディング商品 2,091 754

商品有価証券等 2,091 754

約定見返勘定 1,597 1,172

信用取引資産 5,560 4,074

信用取引貸付金 4,982 3,694

信用取引借証券担保金 577 380

立替金 3 5

短期差入保証金 28 8

その他の流動資産 322 363

貸倒引当金 △5 △1

流動資産計 23,227 22,194

固定資産

有形固定資産 1,442 1,692

無形固定資産 168 459

投資その他の資産 9,021 7,873

投資有価証券 7,969 6,684

その他 1,907 2,044

貸倒引当金 △855 △855

固定資産計 10,632 10,025

資産合計 33,860 32,219
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

信用取引負債 4,061 2,542

信用取引借入金 3,360 2,137

信用取引貸証券受入金 700 405

預り金 2,548 2,832

顧客からの預り金 1,904 2,194

その他の預り金 644 638

受入保証金 453 353

短期借入金 2,400 2,400

未払法人税等 37 33

賞与引当金 264 156

役員賞与引当金 － 60

訴訟損失引当金 3,066 2,606

その他の流動負債 183 565

流動負債計 13,015 11,550

固定負債

繰延税金負債 1,926 1,568

再評価に係る繰延税金負債 91 91

その他の固定負債 153 153

固定負債計 2,171 1,813

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※３
 23

※３
 16

特別法上の準備金計 23 16

負債合計 15,210 13,379

純資産の部

株主資本

資本金 11,069 11,069

資本剰余金 7,373 4,318

利益剰余金 △2,802 1,082

自己株式 △428 △428

株主資本合計 15,212 16,042

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,446 2,808

土地再評価差額金 △9 △10

その他の包括利益累計額合計 3,436 2,797

純資産合計 18,649 18,840

負債・純資産合計 33,860 32,219
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年12月31日)

営業収益

受入手数料 3,058 3,091

トレーディング損益 941 1,265

金融収益 74 379

営業収益計 4,074 4,737

金融費用 50 50

純営業収益 4,023 4,686

販売費・一般管理費

取引関係費 654 584

人件費 ※１
 2,517

※１
 2,491

不動産関係費 447 384

事務費 851 657

減価償却費 161 99

租税公課 54 59

その他 116 64

販売費・一般管理費計 4,804 4,342

営業利益又は営業損失（△） △781 344

営業外収益 ※２
 254

※２
 213

営業外費用 10 13

経常利益又は経常損失（△） △536 544

特別利益

投資有価証券売却益 － 357

金融商品取引責任準備金戻入 1 7

特別利益計 1 364

特別損失

投資有価証券売却損 － 28

投資有価証券評価損 26 －

ゴルフ会員権評価損 5 1

訴訟和解金 97 24

訴訟損失引当金繰入額 2,189 －

固定資産除却損 127 0

減損損失 － 2

その他 73 －

特別損失計 2,520 56

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,055 852

法人税、住民税及び事業税 14 26

法人税等調整額 △11 △3

法人税等合計 3 23

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△3,058 829

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,058 829
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△3,058 829

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △118 △637

その他の包括利益合計 △118 △637

四半期包括利益 △3,177 191

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,177 191

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、および税金等調整前四半期純利

益に与える影響は僅少であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　差し入れた有価証券の時価額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

信用取引貸証券 538百万円 305百万円

信用取引借入金の本担保証券 3,632 2,400

差入保証金代用有価証券 1,327 828

その他担保として差し入れた有価
証券

       4,255 3,368

計 9,754 6,898

　

　２　担保として差し入れを受けた有価証券および借入れた有価証券の時価額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日)

信用取引貸付金の本担保証券 4,709百万円 3,920百万円

信用取引借証券 538 401

信用取引受入保証金代用有価証券 5,177 4,862

計 10,425 9,184

　

※３　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は以下のとおりであります。

　　　(前連結会計年度)

　　　金融商品取引責任準備金　　　金融商品取引法第46条の５

　

　　　(当第３四半期連結会計期間)

　　　金融商品取引責任準備金　　　金融商品取引法第46条の５

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　人件費に含まれる賞与引当金繰入額等

　　　(前第３四半期連結累計期間)

　　　人件費には、賞与引当金繰入額159百万円が含まれております。

　

　　　(当第３四半期連結累計期間)

　　　人件費には、賞与引当金繰入額156百万円および役員賞与引当金繰入額60百万円が含まれており

　　　ます。

　

※２　営業外収益の内訳

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
　至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
　至  平成24年12月31日)

受取配当金 219百万円 196百万円

その他 35 17

　 計 254 213

　

EDINET提出書類

髙木証券株式会社(E03789)

四半期報告書

17/23



　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

　

　
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
　至 平成24年12月31日)

減価償却費 161百万円 99百万円

　 計 161 99

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日)

１  配当金支払額

該当事項はありません。

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動に関する事項

　
資本金
(百万円)

資本剰余金
（百万円)

利益剰余金
(百万円)

自己株式
(百万円)

株主資本合計
(百万円)

平成23年３月31日残高 11,069 7,459 126 △427 18,227

四半期連結累計期間中
の変動額

　 　 　 　 　

　利益剰余金への振替 ― △86 86 ― ―

　四半期純損失（△） ― ― △3,058 ― △3,058

　自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

四半期連結累計期間中
の変動額合計

― △86 △2,972 △0 △3,058

平成23年12月31日残高 11,069 7,373 △2,846 △428 15,168

　

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１  配当金支払額

該当事項はありません。

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

当社および当社の連結子会社の主たる事業は、金融商品取引業を中核とする「投資・金融サービス

業」という事業セグメントに属しております。 

　なお、連結子会社に一部不動産賃貸収入等がありますが、重要性が乏しいことから、セグメント情報につ

いては記載を省略しております。 

　
Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

当社および当社の連結子会社の主たる事業は、金融商品取引業を中核とする「投資・金融サービス

業」という事業セグメントに属しております。 

　なお、連結子会社に一部不動産賃貸収入等がありますが、重要性が乏しいことから、セグメント情報につ

いては記載を省略しております。 

　

(金融商品関係)

前連結会計年度末（平成24年３月31日）

　

科目
連結貸借対照表
  計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金・預金 9,461 9,461 ―

有価証券および投資有価証券 9,199 9,199 ―

  その他有価証券 7,108 7,108 ―

信用取引貸付金 4,982 4,982 ―

資産計 23,643 23,643 ―

信用取引借入金 3,360 3,360 ―

負債計 3,360 3,360 ―

（注）１  資産

 ・現金・預金、信用取引貸付金

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額 

   によっております。

     ・有価証券および投資有価証券

   これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関の

   提示価格によっております。

 ２  負債

 ・信用取引借入金

   短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

   おります。
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当第３四半期連結会計期間末（平成24年12月31日）

現金・預金、有価証券および投資有価証券、信用取引貸付金、信用取引借入金が、企業集団の事業の運営

において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金・預金 12,019 12,019 ―

有価証券および投資有価証券 6,620 6,620 ―

  その他有価証券 5,866 5,866 ―

信用取引貸付金 3,694 3,694 ―

資産計 22,334 22,334 ―

信用取引借入金 2,137 2,137 ―

負債計 2,137 2,137 ―

（注）１  資産

 ・現金・預金、信用取引貸付金

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

   によっております。

     ・有価証券および投資有価証券

   これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関の

   提示価格によっております。

 ２  負債

 ・信用取引借入金

   短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

   おります。

　

(有価証券関係)

前連結会計年度末（平成24年３月31日）

　

　 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
  計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 1,754 7,108 5,353

合計 1,754 7,108 5,353

(注)１  その他有価証券で時価のあるもののうち、当連結会計年度末において161百万円の減損処理を行っておりま

        す。当該減損処理に伴い、「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額を記載しております。

    ２  株式の減損にあたっては、下記の合理的な社内基準に基づいて減損処理を行っております。

50％超下落銘柄 強制評価減を行う

30％超50％下落銘柄

マーケットの状況および銘柄毎の財務内容等を
個別に勘案し期末日後概ね一年以内に時価が取
得原価にほぼ近い水準まで回復する見込の有無
により判断することとする
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  当第３四半期連結会計期間末（平成24年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

　 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 1,512 5,866 4,353

合計 1,512 5,866 4,353

（注） 株式の減損にあたっては、下記の合理的な社内基準に基づいて減損処理を行っております。

50％超下落銘柄 強制評価減を行う

30％超50％下落銘柄

マーケットの状況および銘柄毎の財務内容等を
個別に勘案し期末日後概ね一年以内に時価が取
得原価にほぼ近い水準まで回復する見込の有無
により判断することとする

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額または四半期純損失金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）

△52円18銭 14円14銭

(算定上の基礎) 　 　

 四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(百万
円)

△3,058 829

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）(百万円)

△3,058 829

普通株式の期中平均株式数(株) 58,617,937 58,614,590

　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月８日

髙 木 証 券 株 式 会 社

取    締    役    会    御  中

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

    公認会計士      渡    沼    照    夫    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

    公認会計士 　　 山    口    義    敬    ㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている髙木
証券株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、髙木証券株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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